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全国許可業者数1

⑴　前年同月比
平成26年 3 月末（25年度末）現在の建設業許可

業者数（注）1は470,639業者で，前年同月比739業者
（0.2％）の増加となった。
⑵　ピーク時との比較
建設業許可業者数が最も多かった平成12年 3 月

末時点の数と比較した業者数の減少は▲130,341
業者（▲21.7％）となった。

⑶ 　平成25年度における新規許可・廃業等の状況
①　新規許可
平成25年度中に新規に建設業許可を取得した業

者は15,738業者で，前年度比▲1,582業者（▲9.1 
％）の減少となった（図― 2）。

②　廃業等
平成25年度中に建設業許可が失効した業者は

14,999業者で，前年度比▲16,060業者（▲51.7％）
の減少となった。内訳としては，建設業を廃業し
た旨の届出を行った業者が7,855業者（前年度比
▲2,852業者（▲26.6％）の減少），許可の更新手続

※　一般的に更新手続きを行わないことにより許可が失効となる業者の数は，更新期を迎える業者の数に比例して上下するが，
建設業の許可については平成 6年12月に実施した有効期間の 3年から 5年への延長に伴い，許可の更新期を迎える業者が集中
する 3カ年度と当該数が極めて少ない 2カ年度が交互に現れ，かつ，その差が大きいという状況となっており，このことが年
度間の失効業者数の変動に大きな影響を与えている。なお，今回調査の対象となった平成25年度は，許可の更新期を迎える業
者の数が多い年度に当たり，失効業者数も少なくなっている。

12/28

【通常】

5 年 許 可

可許年5可許年3

5 年 許 可

5 年 許 可

10年度新規

5 年 許 可

11年度新規

5 年 許 可

申請日が平成6年12月28日以前であって，

許可日が平成7年度以降の許可

可許年5可許年3

（◇：許可期間満了日，○：許可日）

◇○

◇○

22年度

○

21年度

◇○

20年度

◇○◇○◇○

○◇○◇○

○◇○

◇○

○◇○◇○

◇○

○◇○◇○◇

○◇○◇○◇

１４年度

４月

○◇○◇○◇

１０年度１１年度

◇○

１５年度１６年度１７年度 １8年度 １9年度１２年度１３年度４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 24年度

◇○

◇○

23年度 25年度

今回調査

◇○

◇○

更新(少) 更新(少)更新(多) 更新(多) 更新(少) 更新(多)更新(少) 更新(少)更新(多) 更新(多) 更新(少) 更新(多) 更新(少)

図― 1　建設業の許可の推移について

建設業許可業者数調査の
結果について

―建設業許可業者の現況（平成26年 3 月末現在）―
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きを行わないことにより許可が失効した業者が
7,144業者（前年度比▲13,208業者（▲64.9％）の減
少）となっている（図― 2）。

都道府県別許可業者数2

　都道府県別許可業者数は，東京都（43,607業
者。全体の9.3％），大阪府（36,485業者。全体の
7.8％），神奈川県（26,950業者。全体の5.7％）で
多く，鳥取県（2,126業者。全体の0.5％），島根県

（2,959業者。全体の0.6％），高知県（2,979業者。
全体の0.6％）で少ない（図― 3）。

一般・特定別許可業者数（注）23

⑴　一般建設業の状況
①　前年同月比

一般建設業の許可を取得している業者は449,671
業者で，前年同月比では546業者（0.1％）の増加
となった（図― 4）。

②　ピーク時との比較
一般建設業許可業者数が最も多かった平成12年

3 月末時点の数と比較したところ，一般建設業の
許可を取得している業者の数は▲128,038業者

（▲22.2％）の減少となっている（図― 4）。
⑵　特定建設業の状況

①　前年同月比
特定建設業の許可を取得している業者は43,061

業者で，前年同月比では227業者（0.5％）の増加
となった（図― 5）。
②　ピーク時との比較

特定建設業許可業者数が最も多かった平成17年
3 月末時点の数と比較したところでは，特定建設
業の許可を取得している業者の数は▲8,115業者

（▲15.9％）の減少となっている（図― 5）。

業種別許可業者数4

⑴　業種別許可の総数
建設業の許可は，土木，建築等の28の業種区分

が設けられている。平成26年 3 月末現在における

図― 2　許可業者数・新規および廃業等業者数の推移

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

許可業者数 564,849 568,548 586,045 600,980 585,959 571,388 552,210 558,857 562,661 542,264 524,273 507,528 509,174 513,196 498,806 483,639 469,900 470,639

新規業者数 33,223 31,224 26,050 24,280 24,949 23,875 23,481 21,254 18,220 20,085 20,004 20,426 18,902 20,192 18,464 16,034 17,320 15,738

廃業等業者数 25,549 27,525 8,553 9,345 39,970 38,446 42,659 14,607 14,416 40,482 37,995 37,171 17,256 16,170 32,854 31,201 31,059 14,999

年度間増減 7,674 3,699 17,497 14,935 -15,021 -14,571 -19,178 6,647 3,804 -20,397 -17,991 -16,745 1,646 4,022 -14,390 -15,167 -13,739 739

※　許可業者数については各年度末（３月末時点）の数，新規業者数，廃業等業者数については各年度の数を表す。
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図― 3　都道府県別許可業者数

図― 4　一般建設業許可業者数の推移

図― 5　特定建設業許可業者数の推移

43,607

36,485

26,950

25,327

23,247

20,804

20,108

18,718

17,930

15,106

12,153

11,763

11,606

10,412

8,893

8,612

7,981

7,767

7,576

7,504

7,385

7,063

6,548

6,190

5,745

5,641

5,562

5,548

5,454

5,306

5,028

4,948

4,745

4,728

4,651

4,620

4,487

4,250

4,093

4,077

3,967

3,558

3,229

3,203

2,979

2,959

2,126

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

1 東京都…

2 大阪府…

3 神奈川県…

4 愛知県…

5 埼玉県…

6 福岡県…

7 北海道…

8 兵庫県…

9 千葉県…

10 静岡県…

11 茨城県…

12 広島県…

13 京都府…

14 新潟県…

15 福島県…

16 岐阜県…

17 長野県…

18 宮城県…

19 群馬県…

20 栃木県…

21 三重県…

22 岡山県…

23 熊本県…

24 山口県…

25 青森県…

26 愛媛県…

27 鹿児島県…

28 石川県…

29 滋賀県…

30 富山県…

31 長崎県…

32 奈良県…

33 和歌山県…

34 山形県…

35 沖縄県…

36 宮崎県…

37 大分県…

38 岩手県…

39 秋田県…

40 福井県…

41 香川県…

42 山梨県…

43 徳島県…

44 佐賀県…

45 高知県…

46 島根県…

47 鳥取県…

535,558 
542,733 546,123 

563,108 

577,709 

562,892 

548,067 

528,981 
535,571 539,212 

518,911 

501,096 

484,649 486,466 490,895 
477,102 

462,538 
449,125 449,671 

440,000 

460,000 

480,000 

500,000 

520,000 

540,000 

560,000 

580,000 

600,000 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（許可業者数）

（各年3月末時点）

45,124
46,575 47,476

48,971
50,141 50,002 50,601 50,436 50,988 51,176 50,638

49,456
48,138 47,434 46,661

45,305
43,753 42,834 43,061

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（許可業者数）

（各年3月末時点）



建設マネジメント技術　　2014年 7月号 41

業種別許可の総数は1,417,248で，前年同月比1.0 
％の増加となった。
⑵　業種別許可業者数
平成26年 3 月末現在において，許可を取得して

いる業者の数が多い業種は，
①　建築工事業（163,246業者（全体の34.7％）が取

得）
②　 と び・ 土 工 工 事 業（158,645業 者（ 全 体 の

表― 1　業種別許可業者数の増減表
①　業者数が増加した許可業種

許可業種 前年同月比

とび・土工 1,488業者（0.9％）
内装仕上 1,245業者（1.8％）
塗　　装 1,242業者（2.5％）
電　　気 1,211業者（2.2％）
屋　　根 1,167業者（3.1％）
鋼構造物 1,124業者（1.6％）
石 1,066業者（1.8％）

タイル・れんが・ブロック 1,053業者（2.9％）
大　　工 1,036業者（1.6％）
防　　水 754業者（2.9％）
板　　金 611業者（3.1％）
しゅんせつ 610業者（1.4％）
熱 絶 縁 601業者（4.6％）
ガラス 574業者（3.9％）
建　　具 549業者（2.3％）
左　　官 546業者（2.8％）
鉄　　筋 399業者（2.7％）
ほ　　装 364業者（0.4％）

機械器具設置 279業者（1.4％）
管 242業者（0.3％）

水道施設 163業者（0.2％）
電気通信 155業者（1.1％）
消防施設 17業者（0.1％）

②　業者数が減少した許可業種

許可業種 前年同月比

清掃施設 ▲12業者（▲2.3％）
さ く 井 ▲22業者（▲0.8％）
造　　園 ▲376業者（▲1.4％）
土　　木 ▲576業者（▲0.4％）
建　　築 ▲792業者（▲0.5％）

図― 6　建設業許可業者における業種別許可の取得率
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33.7％）が取得）
③　土木工事業（133,904業者（全体の28.5％）が取

得）
となっており，一方，取得している業者の数が少
ない業種は
①　清掃施設工事業（499業者（全体の0.1％）が取

得）
②　さく井工事業（2,594業者（全体の0.6％）が取

得）
③　熱絶縁工事業（13,675業者（全体の2.9％）が取

得）
となっている（図― 6）。
⑶　前年同月比
前年同月に比べて取得業者数が増加した許可業

種は23業種となっており，増加数はとび・土工工
事業が1,488業者と最も高く，以下，内装仕上工
事業（1,245業者），塗装工事業（1,242業者）が続

く。
また，前年同月に比べて取得業者数が減少した

許可業種は 5 業種となっており，減少数は建築工
事業が▲792業者と最も高く，以下，土木工事業

（▲576業者），造園工事業（▲376業者）が続く
（表― 1）。
⑷　取得業種数別業者数
1 業種のみの許可を受けている業者は234,477

業者（全体の49.8％）で，複数業種の許可を受け
ている業者は236,162業者（全体の50.2％）であっ
た。複数業種の許可を受けている業者の割合は，
前年同月比0.2ポイント増加した。

資本金階層別業者数5

⑴　平成26年 3月末現在の状況
建設業許可業者数を12の資本金階層別に見る

表― 2　資本金階層別の許可業者数，構成比，累積構成比
●資本金階層の別 許可業者数 構成比 累積構成比

①　個人 91,204 19.4％ 19.4％
②　資本金の額が200万円未満の法人 8,972 1.9％ 21.3％
③　資本金の額が200万円以上300万円未満の法人 2,161 0.5％ 21.7％
④　資本金の額が300万円以上500万円未満の法人 110,632 23.5％ 45.3％
⑤　資本金の額が500万円以上1,000万円未満の法人 68,393 14.5％ 59.8％
⑥　資本金の額が1,000万円以上2,000万円未満の法人 112,657 23.9％ 83.7％
⑦　資本金の額が2,000万円以上5,000万円未満 59,770 12.7％ 96.4％
⑧　資本金の額が5,000万円以上1億円未満の法人 11,296 2.4％ 98.8％
⑨　資本金の額が1億円以上3億円未満の法人 2,795 0.6％ 99.4％
⑩　資本金の額が3億円以上10億円未満の法人 1,406 0.3％ 99.7％
⑪　資本金の額が10億円以上100億円未満の法人 999 0.2％ 99.9％
⑫　資本金の額が100億円以上の法人 354 0.1％ 100.0％

表― 3　資本金階層別の許可業者数，前年同月比

●資本金階層の別
許可業者数

（平成26年 3 月末）
前年同月比

①　個人 91,204 ▲637（▲0.7％）
②　資本金の額が200万円未満の法人 8,972 1,142（ 14.6％）
③　資本金の額が200万円以上300万円未満の法人 2,161 245（ 12.8％）
④　資本金の額が300万円以上500万円未満の法人 110,632 ▲985（▲0.9％）
⑤　資本金の額が500万円以上1,000万円未満の法人 68,393 1,786（　2.7％）
⑥　資本金の額が1,000万円以上2,000万円未満の法人 112,657 ▲862（▲0.8％）
⑦　資本金の額が2,000万円以上5,000万円未満 59,770 27（　0.0％）
⑧　資本金の額が5,000万円以上1億円未満の法人 11,296 68（　0.6％）
⑨　資本金の額が1億円以上3億円未満の法人 2,795 ▲7（▲0.2％）
⑩　資本金の額が3億円以上10億円未満の法人 1,406 ▲25（▲1.7％）
⑪　資本金の額が10億円以上100億円未満の法人 999 ▲13（▲1.3％）
⑫　資本金の額が100億円以上の法人 354 0（　0.0％）

合計 470,639 739（　0.2％）
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と，「資本金の額が1,000万円以上2,000万円未満の
法人」が23.9％と最も多く，以下，「資本金の額
が300万円以上500万円未満の法人（23.5％）」「個
人（19.4％）」と続く。

個人および資本金の額が 3 億円（注）3未満の法人
の数は467,880業者となっており，建設業許可業
者数全体の99.4％を占めている（表― 2）。
⑵　前年同月比
前年同月比では，資本金の額が300万円未満の

法人および資本金の額が500万円以上1,000万円未
満の法人が増加傾向，「個人」，資本金の額が300 
万円以上500万円未満の法人および資本金の額が
1,000万円以上2,000万円未満の法人が減少傾向に
ある（表― 3）。
⑶　ピーク時との比較
建設業許可業者数が最も多かった平成12年 3 月

末時点の数と比較したところでは，「個人：▲
67,023業者（▲42.4％）」「資本金の額が1,000万円
以上2,000万円未満の法人：▲53,312業者（▲32.1 
％）」の階層で，業者数の減少が顕著となってい
る（表― 4）。

兼業業者数6

建設業以外の営業を行っているいわゆる兼業業
者は126,089業者で，前年同月比1,058業者（0.8％）
増加し，兼業業者が全体に占める割合は26.8％と

なり，前年同月比で0.2ポイント上昇した。
大臣許可業者・知事許可業者別では，兼業業者

は，大臣許可業者が7,062業者（兼業率72.0％），
知事許可業者が119,027業者（同25.8％）となって
おり，兼業率は大臣許可業者が圧倒的に高い。

また，一般建設業と特定建設業の別では，兼業
業者は，一般建設業が115,601業者（兼業率25.7 
％），特定建設業が20,706業者（同48.1％）となっ
ており，兼業率は特定建設業の方が高い。

（注）　1. 　建設業法（昭和24年法律第100号）第 3 条
第 1 項の規定による建設業の許可を受けて建
設業を営む者の数。二以上の都道府県の区域
内に営業所を設けて建設業の営業を行う場合
は国土交通大臣の許可を，一の都道府県の区
域内にのみ営業所を設けて建設業の営業を行
う場合は当該都道府県知事の許可を取得す
る。

　　　2. 　一般建設業許可業者数と特定建設業許可業
者数の和が建設業許可業者の総数と一致しな
いのは，例えば電気工事業については一般建
設業，建築工事業については特定建設業と，
一般と特定の両方の許可を取得している業者
の数が重複して計上されているからである。

　　　3. 　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）
では，建設業を主たる事業として営む者につ
いて，資本金の額が 3 億円以下の会社ならび
に常時使用する従業員の数が300人以下の会
社および個人を中小企業者としている。

表― 4　資本金階層別の許可業者数：ピーク時（平成12年 3月末時点）との比較

●資本金階層の別
許可業者数

（平成26年 3 月末）
平成12年 3 月末時点との比較

①　個人 91,204 ▲67,023（▲42.4％）
②　資本金の額が200万円未満の法人 8,972 8,247（1137.5％）
③　資本金の額が200万円以上300万円未満の法人 2,161 1,894（ 709.4％）
④　資本金の額が300万円以上500万円未満の法人 110,632 ▲20,452（▲15.6％）
⑤　資本金の額が500万円以上1,000万円未満の法人 68,393 4,201（　 6.5％）
⑥　資本金の額が1,000万円以上2,000万円未満の法人 112,657 ▲53,312（▲32.1％）
⑦　資本金の額が2,000万円以上5,000万円未満 59,770 ▲4,192（ ▲6.6％）
⑧　資本金の額が5,000万円以上1億円未満の法人 11,296 1,166（　11.5％）
⑨　資本金の額が1億円以上10億円未満の法人 4,201 ▲595（▲12.4％）
⑩　資本金の額が10億円以上の法人 1,353 ▲275（▲16.9％）

合計 470,639 ▲130,341（▲21.7％）


